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22年度 23年度 24年度 25年度 25年度
（億円） 前年比 公表利益※ 対比

 コア業務粗利益 907 910 859 869 10 860 9
 資金利益（調整後） 766 737 718 718 0 705 13

（うち為替ｽﾜｯﾌﾟ調整額） ▲2 ▲2 ▲2 ▲2 0 ▲ 4 2

 役務利益 140 138 135 137 2 138 ▲ 1
 その他業務利益 0 34 5 14 9 16 ▲ 2

 経費（▲表示） ▲578 ▲576 ▲569 ▲565 4 ▲ 573 8

 コア業務純益 328 334 290 304 14 287 17
 ＯＨＲ（％） 63.8 63.2 66.2 65.0 ▲1.2 66.6 ▲ 1.6

 与信費用（▲表示） ▲298 87 ▲23 108 131 50 58
 債券売買損益・償却 36 4 10 ▲16 ▲26 ▲ 23 7
 株式売買損益・償却 ▲18 ▲43 ▲14 26 40 17 9
 その他 8 ▲12 11 19 8 11 8

 経 常 利 益 55 370 273 441 168 341 100
 特 別 損 益 ▲5 ▲6 ▲2 ▲2 0 ▲ 3 1
 当 期 利 益 31 182 169 270 101 210 60

 連結経常利益 81 396 312 481 169 373 108
 連結当期利益 43 190 184 287 103 223 64
（注）資金利益（調整後）・・・その他業務利益に計上されている「為替スワップ損益」は実態上資金利益損益であることから、
資金利益に計上し区分の調整をして表記している。よって上表は時系列で正味の推移となっている。

平成２５年度の業績 － 決算概要 －

・与信費用の大幅な戻入により、経常利益・当期純利益は当初計画を大きく上回った。

※H25.10.29公表利益
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▲0億円▲▲00億円億円

邦貨資金利益邦貨資金利益

短期運用平残
増加の影響

（注）預金利回りとの利鞘で算出

▲30▲▲3030 +7+7+7

外貨資金利益外貨資金利益

+24++2424 ▲1▲▲11

邦貨有価証券平残
増加の影響

預証利鞘改善の
影響

+15

邦貨貸出金平残

増加の影響

▲33 短期運用利鞘・
スワップ収支の悪化

影響ほか

▲2

+3

▲4

+0

平成２５年度の業績 － 資金利益の増減内訳 －

預貸利鞘縮小の
影響

+12

外貨貸出・債券利鞘
縮小の影響ほか

外貨貸出・債券平残
増加の影響ほか

+9

資金利益

全体

資金利益資金利益

全体全体

投信解約差益12億円
（前年比＋14億円）

邦貨貸出金邦貨貸出金 邦貨有価証券邦貨有価証券 短期運用等短期運用等 外貨部門外貨部門
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38,491 39,432 40,387 43,339

11,577 11,834 11,881
12,635 12,8543,037 2,941 3,247
3,379 2,974

41,895

0

20,000

40,000

60,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

平成２５年度の業績 － 主要勘定 ① 預金・預り資産 －

【預金・ＮＣＤ平残推移】

・25年度は個人預金・法人預金ともに堅調に推移。
・26年度は公共債の償還が多く、個人預金は引き続き高い年率を維持。法人預金の年率は鈍化。

（億円） 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度計画
4,965 4,768 4,419 4,013 3,381

　投資信託 2,686 2,467 2,181 2,137 1,920
　金融商品仲介 835 1,121 1,447 1,441 1,580

　小計 3,521 3,588 3,628 3,578 3,500
8,486 8,356 8,047 7,591 6,880

　公共債

合計

【参考】預り資産平残の推移

※投資信託は純資産ベース。公共債は額面ベース。金融商品仲介は取得価額ベース。

計画

（億円） 53,10553,105 54,20854,208 55,51655,516

国内個人国内個人

その他その他

国内法人国内法人

＋＋2.42.4％％

＋＋0.40.4％％

＋＋2.42.4％％

＋＋1.71.7％％

＋＋3.43.4％％
＋＋2.42.4％％

＋＋2.22.2％％

＋＋2.02.0％％ 59,16859,16857,90957,909

＋＋3.73.7％％

＋＋6.36.3％％

＋＋4.34.3％％
＋＋2.12.1％％
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平成２５年度の業績 － 主要勘定 ② 貸出金 －

16,505 16,289 15,836 15,783 15,974

4,895 5,049 5,655 6,103 6,300

8,253 8,421 8,761 9,026 9,229

3,603 3,609 3,737 3,826 3,89954 78 91 126 209

0

10,000

20,000

30,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

【貸出金年間平残推移】

その他その他

地公向け地公向け

地元事業性地元事業性

個人ローン個人ローン

都市部都市部

35,61335,613

33,31133,311 33,47733,477 34,08334,083 34,86634,866

▲▲2.72.7％％

＋＋4.04.0％％

＋＋12.012.0％％

＋＋1.91.9％％

※地元…東京・大阪以外の地区 都市部…東京・大阪

▲▲1.31.3％％

＋＋2.02.0％％

＋＋3.13.1％％

＋＋0.40.4％％

▲▲0.30.3％％

＋＋3.03.0％％

＋＋7.97.9％％

＋＋2.32.3％％

・25年度は都市部事業性・個人ローンの増加を主因に、貸出金全体で増加。
・地元事業性は25/下期に年率がプラス転化。26年度は更なる年率アップを目指す。

計画

（億円）

＋＋1.21.2％％

＋＋3.23.2％％

＋＋2.22.2％％

＋＋2.12.1％％

25/上 ▲0.8％
25/下 ＋0.1％

25/上 ▲0.8％
25/下 ＋0.1％
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平成２５年度の業績 － 主要勘定 ③ 有価証券 －

8,027 7,851
9,723 11,214 12,775

5,607 6,747
6,692

6,166
5,8505,610

5,541
4,921

5,324
4,7303,076

2,925
3,647

4,115 4,170

661
742

1,070
1,260

1,537

1,106 1,080

1,106
1,178

1,230

0

10,000

20,000

30,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度計画

【有価証券年間平残推移】

その他証券その他証券

外貨外国証券外貨外国証券

国 債国 債

社 債社 債

地方債地方債

24,08924,089 24,88724,887
27,16227,162

30,29230,292

株 式株 式

・国債を中心とした分散投資増強により有価証券残高は増加。今後も高水準の有価証券残高が見
込まれるなか、安定収益の確保を目的とし、内外債券・株式・投資信託などへの、アセットアロケー
ション運用を継続。
・相場環境に応じて、ポートフォリオを機動的に調節し、分散投資の強化を図る。

＋＋2,2752,275

＋＋1,0311,031

（＋（＋1,8721,872））

（▲（▲620620））

（▲（▲5555））

（＋（＋722722））

（＋（＋328328））
（＋（＋2626））

（▲（▲316316））

（＋（＋277277））

（＋（＋5252））

（＋（＋1,5611,561））

（＋（＋5555））

29,26129,261
＋＋2,0992,099

（＋（＋1,4911,491））

（▲（▲526526））

（＋（＋468468））

（＋（＋190190））
（＋（＋7272））

（＋（＋403403）） （▲（▲594594））

（億円）
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▲ 0.89

0.26

1.56
1.46

1.37
1.27 1.20

0.31

0.07

▲ 0.07

1.27

0.67

1.73

1.30

1.58

▲1.50

▲1.00

▲0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

与信費用比率

邦貨預貸利鞘

ネッ ト利鞘

0.76

0.70

0.87

0.971.05

0.93

1.03

0.97

0.82

0.95 (0.92)

(0.95)

(1.05)(1.08)

3.93.9

4.2
4.1

3.9

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
1.0

2.0

3.0

4.0

5.0
【有価証券利回りとデュレーション】

（％）

【邦貨預貸利鞘、与信費用比率、ネット利鞘】

平成２５年度の業績 － 邦貨主要利回り・利鞘 等 －

（％） （年）

邦貨債券邦貨債券
デュレーションデュレーション

邦貨有価証券邦貨有価証券
利回り利回り

邦貨債券邦貨債券
利回り利回り

・邦貨預貸利鞘は縮小。与信費用比率の低下によりネット利鞘は上昇。

・邦貨債券利回りは低下したが、投信分配金・解約差益の増加により邦貨有価証券利回りは上昇。

（投信解約差益を除いた（投信解約差益を除いた

邦貨有価証券利回り）邦貨有価証券利回り）

計画 計画
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4,073 4,142 4,085 4,081 4,132

4,353 4,280 4,182 4,108 4,038

4,724 4,443 4,366 4,440 4,872

1,1291,077899966860

0

5,000

10,000

15,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

平成２５年度の業績 － 役務利益の増減内訳 －

【役務利益の推移】

・コンサルティング営業活動の強化により投資銀行業務は堅調に推移。

・26年度は預り資産関連収益の増強により、役務収益の拡大を図る。

計画

その他その他

預り資産関連預り資産関連

13,53413,534 14,17214,172
（百万円）

送金・取立送金・取立

投資銀行業務投資銀行業務

13,83313,83314,01214,012 13,70913,709

＋＋7474

▲▲7474 ▲▲7070

＋＋178178

＋＋175175

＋＋432432

＋＋463463

＋＋5252
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564 491
779

406

876
576

705

767
1,027

1,430
301 460

854

338
419

銀行販売額

3,150

子会社販売額

約600

0

1,000

2,000

3,000

4,000

23年度 24年度 25年度 26年度

1,947 1,729 1,794

391 262
288

624 749

1,210 1,711
2,272

1,628 1,232
1,482 銀行収益

4,872

1,125

子会社収益

約2,300

0

2,000

4,000

6,000

8,000

23年度 24年度 25年度 26年度

平成２５年度の業績 － 預り資産収益の増減内訳 －

・相場環境の改善により投資信託・金融商品仲介は収益・販売額ともに増加したが、生命保険の減少に

より収益額は微増に留まる。

（百万円）

【預り資産関連収益の内訳】

5,6545,654
6,0786,078

6,7126,712
（億円）

（598） （542） （621）
投資信託

（うち販売手数料）

投資信託
（うち販売手数料）

生命保険生命保険

公共債公共債

金融商品仲介金融商品仲介

2,9162,916 2,9752,975

4,1084,108

【預り資産販売額の内訳】

70億円
以上

70億円
以上

3,700
億円以上

3,700
億円以上

計画計画

証券子会社証券子会社
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平成２５年度の業績 － 経費の増減内訳 －

24 24 24 24 20

287 285 283 286 276

72 73 76 70 75

41 42 35 36 37

123 123 123 122 127

29 27 25 24 30

0

100

200

300

400

500

600

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

【経費推移】

（億円）

その他物件費その他物件費

預金保険料預金保険料

退職給付費用退職給付費用

システム経費システム経費

人件費
（退職給付除く)
人件費

（退職給付除く)

578578 576576 569569 568568

税 金税 金

（＋（＋55））

（▲（▲44）） （＋（＋33））

（▲（▲1010））

（＋（＋55））

・25年度は前年にシステム開発が集中した反動によりシステム経費が減少。
・26年度はTSUBASA開発の本格化によるシステム経費増加を主因に、前年比3億円増加。

計画

565565

（＋（＋33））

（▲（▲66））

（＋（＋66））
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246

▲108

65

▲94

16
▲14

30
4

▲58

50

▲42

1

1

-150

-50

50

150

250

350

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

そ の他の与信コス ト

一般貸倒引当金繰入

個別貸倒引当金繰入

298298

2323

▲108▲108

平成２５年度の業績 － 与信コストの推移 －

▲87▲87

林原ｸﾞﾙｰﾌﾟ影響265億円
（個別195億円 一般70億円）

与信コスト＝ 一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却＋特定海外債権引当＋債権売却損失引当＋債権売却損－貸倒引当金戻入益

その他の与信コスト＝貸出金償却、特定海外債権引当、債権売却損失引当、債権売却損

林原ｸﾞﾙｰﾌﾟ影響▲128億円
（個別▲145億円 一般17億円）

林原ｸﾞﾙｰﾌﾟ影響▲54億円
（個別▲22億円 一般▲31億円）

【与信コスト推移】

（億円）

見通し

・25年度は新規発生の低位推移と予想損失率の低下により、一般・個別貸倒引当金ともに戻入益を計上。
・26年度は毀損実績率の低下を主因に一般貸倒引当金は58億円の戻入となり、与信費用全体で

28億円の戻入となる見込み。

林原ｸﾞﾙｰﾌﾟ影響▲66億円
（個別▲1億円 一般▲65億円） ▲28▲28
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15.1315.14
14.83

12.92
13.22

13.52

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

25/3末 25/9末 26/3末

自己資本の状況（単体）自己資本の状況（単体）

平成２５年度の業績 － 自己資本の状況 －

【単体自己資本比率（バーゼルⅢ）の推移】

普通株式等普通株式等
ＴｉＴｉererⅠⅠ比率比率

（億円） 対比

総自己資本 4,216 4,306 90

普通株式等TierⅠ 3,596 3,925 329

う ち株主資本及び
新株予約権等

3,596 3,795 199

う ちそ の他有価証券の
評価差額金等

－ 138 138

TierⅡ 619 380 ▲239

う ち有価証券
評価損益×45％ 492 383 ▲109

う ち適格引当金が
ELを上回る額 127 ▲ 3 ▲130

リ ス ク ･アセッ ト等 27,833 29,035 1,202

総自己資本比率 15.14% 14.83% ▲0.31P

普通株式等TierⅠ比率 12.92% 13.52% ＋0.60P

25/3期 26/3期

・リスクアセットの増加を主因に総自己資本比率は低下。

・利益の積み増しにより普通株式等TierⅠ比率は上昇。

総総自己資本比率自己資本比率

（％）



15

第第ⅡⅡ部部

新中期経営計画について新中期経営計画について
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25年度 26年度
（億円） 計画 前年比

コア業務粗利益 869 845 ▲24
資金利益（※） 718 690 ▲28
うち為替スワップ調整額 (▲2) (▲6) (▲4)

役務利益 137 142 5
その他業務利益（※） 14 14 0
うち為替スワップ調整額 (+2) (+6) (+4)

経費（▲表示） ▲565 ▲568 ▲3
コア業務純益 304 277 ▲27

ＯＨＲ（％） 65.0 67.2 2.2

  与信コスト（▲表示） 108 28 ▲80
  債券 売買損益・償却 ▲16 ▲10 6
  株式 売買損益・償却 26 ▲5 ▲31
  その他 19 10 ▲9

経常利益 441 300 ▲141
  特別損益 ▲3 ▲3 0

当期純利益 270 190 ▲80
※為替スワップ損益を考慮したベース。

（連結 481） （連結 329）

（連結 287） （連結202）

（▲152）

（▲85）

平成２６年度業績見通し

利回り低下圧力による資金利益の減少

与信コストの増加により

経常利益、当期純利益ともに減益

利回り低下圧力による資金利益の減少利回り低下圧力による資金利益の減少

与信コストの増加により与信コストの増加により

経常利益、当期純利益ともに減益経常利益、当期純利益ともに減益

前年比変動要因

増益要因

1．預り資産収益の増強による役務
利益の増益

減益要因

1．利鞘低下による資金利益の減益
2．与信コストの増加
（前年度戻入の反動）

3．株式売買損益の減少

前年比変動要因

増益要因

1．預り資産収益の増強による役務
利益の増益

減益要因

1．利鞘低下による資金利益の減益
2．与信コストの増加
（前年度戻入の反動）

3．株式売買損益の減少

※26年度は金利横ばい前提
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１．メインテーマ 地域社会・お客さまと相互発展する好循環を形成する

２．計 画 期 間 平成２６年度～２８年度 ただし年度ごと、環境変化に対応し改定いたします

３．名 称

１．メインテーマ 地域社会・お客さまと相互発展する好循環を形成する

２．計 画 期 間 平成２６年度～２８年度 ただし年度ごと、環境変化に対応し改定いたします

３．名 称 ちゅうぎん Ｈｅａｒｔ ２０１４

Ｈ

Ｅ

Ａ

Ｒ

Ｔ

ｏｔ

ｎｅｒｇｙ

ｃｔｉｖｅ

ｅｌａｔｉｏｎ

ｒｙ

私たちは

『心』を込めて

「熱く」

「エネルギッシュに」

「地域やお客さまとのリレーション構築に対して」

「取組みつづけます」

「積極的に」

地域経済の活性化とお客さまの
利益なくして中国銀行の利益なし

地域とお客さまの発展へ貢献

お客さまに喜んでいただくことが
仕事への誇りとやりがいにつながる

ちゅうぎんと取引して良かった
＝ ちゅうぎんで働いて良かった

前向きなリスクテイクによる
貸出金の増強

お客さまの目線を第一に
更なる地域内シェアアップ

地域の発展 ＝ 経営基盤強化

好循環の形成

地域発展への貢献地域発展への貢献

お客さまの満足
従業員の満足

お客さまの満足
従業員の満足 経営基盤の拡充経営基盤の拡充

新中期経営計画の概要
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総資産 ８兆円

最終年度の定量計画最終年度の定量計画

貸出金

４．５兆円
（＋１．０兆円）

貸出金

４．５兆円
（＋１．０兆円）

１０年後の「目指す姿」１０年後の「目指す姿」

総資産 ６．９兆円

貸出金

３．５兆円

貸出金

３．５兆円

預金（＋ＮＣＤ）

５．８兆円

預金（＋ＮＣＤ）

５．８兆円

純資産 ０．４兆円純資産 ０．４兆円

25年度 28年度

コア業務純益 304 270億円以上

経常利益 441 220億円以上

ＯＨＲ 65.0% 68%以内
普通株式等

TierⅠ比率
13.52% 13%台後半

貸出金

３．７兆円

貸出金

３．７兆円

預金（＋ＮＣＤ）

６．１兆円

預金（＋ＮＣＤ）

６．１兆円

現 状現 状

平成２６年４月 平成２９年４月 １０年後

貸出金貸出金
３．５兆円３．５兆円

預金預金
５．８兆円５．８兆円

総資産 『８兆円』 へ総資産 『８兆円』 へ

・・・

「未来のちゅうぎん」に向けた

最初の３年
＝ 【変革】の経営計画

「未来のちゅうぎん」に向けた

次の３年

＝【飛躍】の経営計画

未来の
ちゅうぎん

地域No.1の 『信頼度』地域No.1の 『信頼度』

総資産総資産
６．６．99兆円兆円

本中期経営計画は経営環境の変化を真正面からとらえ
課題を克服し強みを磨く期間と位置づけて策定しました。

具体的な長期指標として、１０年後に「総資産８兆円」の達成を目指します。
預金は地方銀行の地域密着度合いのバロメーターで、お客さまからの信頼の証です。
その預金を礎に地域貢献に資する融資の伸長に力を尽くし預貸率を向上させます。

より一層お客さまのお役に立てる銀行を目指して、
本気で考え、根気よく実践し、元気な地域社会づくりに貢献できるよう
確実に歩みをすすめてまいります。

本中期経営計画は経営環境の変化を真正面からとらえ
課題を克服し強みを磨く期間と位置づけて策定しました。

具体的な長期指標として、１０年後に「総資産８兆円」の達成を目指します。
預金は地方銀行の地域密着度合いのバロメーターで、お客さまからの信頼の証です。
その預金を礎に地域貢献に資する融資の伸長に力を尽くし預貸率を向上させます。

より一層お客さまのお役に立てる銀行を目指して、
本気で考え、根気よく実践し、元気な地域社会づくりに貢献できるよう
確実に歩みをすすめてまいります。

長期ビジョン

預金（＋ＮＣＤ)

７．０兆円
（＋１．２兆円）

預金（＋ＮＣＤ)

７．０兆円
（＋１．２兆円）

純資産 ０．５兆円
（＋０．１兆円）

純資産 ０．５兆円
（＋０．１兆円）

ちゅうぎん Ｈｅａｒｔ ２０１４
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内容地元メイン取引の深化と拡大地元メイン取引の深化と拡大

営業力強化 （法人）新規融資・地域密着型金融への取組み促進

15,800

16,600 億円

【 地元事業性貸出金 平残計画 】

営業現場の融資権限を拡大、中小企業向け融資にスピード対応営業現場の融資権限を拡大、中小企業向け融資にスピード対応融資権限拡大融資権限拡大

リスクに過度に敏感な風土を改善。企業の成長性を重視し、
前向きに地元融資にチャレンジ

リスクに過度に敏感な風土を改善。企業の成長性を重視し、
前向きに地元融資にチャレンジ前向きなリスクテイク前向きなリスクテイク

ベンチャーファンド の新規組成と活用に加え、教育機関や外部

専門家と連携し、新事業育成やお取引先企業の販路拡大を支援

ベンチャーファンド の新規組成と活用に加え、教育機関や外部

専門家と連携し、新事業育成やお取引先企業の販路拡大を支援新事業等サポート新事業等サポート

Ｍ＆Ａ、事業承継、事業再生支援に加え、ＡＢＬ等、過度に
不動産担保・保証に依存しない付加価値の高い融資を促進

Ｍ＆Ａ、事業承継、事業再生支援に加え、ＡＢＬ等、過度に
不動産担保・保証に依存しない付加価値の高い融資を促進コンサルティング営業コンサルティング営業

積極的な貸出姿勢の評価ウェイトを高める業績表彰制度へ改定
新規融資への取組み姿勢を評価する人事評価の実施

積極的な貸出姿勢の評価ウェイトを高める業績表彰制度へ改定
新規融資への取組み姿勢を評価する人事評価の実施業績表彰・人事評価業績表彰・人事評価

■新規融資へ積極的に取り組み、取引シェアの拡大と更なる地域密着化を推進

■ライフステージに応じてコンサルティング機能を発揮し、メイン取引先を拡大

・・・

15,800

24年度 25年度 28年度

100
40

470
520

0

100

200

300

400

500

600

25年度 28年度

億円

海外送金業務の取扱を全営業店に拡大 （個人特化店を除く）

新興国通貨の取引推進 （タイバーツ、インドルピー、インドネシアルピア など）

海外進出支援とともに、関連するファイナンスを積極的に実行

非日系向け貸出の取組み強化 （ アジアのインフラファイナンス など ）

【 国際関連融資実行累計額 】

・・・

海外進出支援関連融資

非日系融資

国際関連業務の意識改革 （専門業務から通常業務へ）

（3年間）

※海外支店を含む

国際基準行 としての強みを活かし、お客さまの海外ビジネス支援 を強化国際基準行 としての強みを活かし、お客さまの海外ビジネス支援 を強化
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成長分野への積極的なサポートによる 『需資の発掘』 と 『地域産業の活性化』成長分野への積極的なサポートによる 『需資の発掘』 と 『地域産業の活性化』

営業力強化 （法人）成長分野サポート と 地域活性化

アグリ関連分野

地域特産品の国内外への販路拡大
新しい特産品の発掘など、瀬戸内エリアの
食と農のブランディングをサポート

地方公共団体

地域インフラの維持に向け
地方公共団体との連携によるＰＰＰや
ＰＦＩを含めた提案型ソリューションの実施

環境関連分野

再生可能エネルギー分野の発展、省エネルギー
投資の促進に向けた需資発掘に注力

観光関連分野

観光事業者向けセミナーや地域の
観光資源を活用し地域内の交流人口
増加に向けた取組みを実施

医療・介護関連分野

新規開業や建替え等の経営ニーズをサポート
健康な老後生活支援に向けて医療・福祉産業
の集積に注力

大学、外部専門機関

提携大学や外部専門家と地元企業の
橋渡しや補助金情報の提供を行い、
地域内の創業・産学金連携を促進

地域のお客さま

情報
サービス

商品

真のニーズ

地域を
もっと元気に！医療・介護関連

２４０億円

※中計期間中（３年）での融資実行累計額

アグリ関連

４０億円

環境関連

２４０億円

ビジネスマッチングビジネスマッチング

ネットワークネットワーク

マーケティングマーケティング 販路支援販路支援

財務サポート財務サポート

営業店

地域開発チーム地域開発チーム
（ 25/6発足、21名体制 ）

成長業種FA財務開発

地域業務開発
情報センター

融資FA

本部関連部 コーディネートコーディネート
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営業力強化 （法人）経営改善・体質強化の本格支援

企業再生
ファンドの活用

営業店・本部
の連携強化

外部専門機関
との連携強化
積極活用

Ｖサポート活動Ｖサポート活動

「ちゅうぎん再生支援プロジェクト（通称：「Ｖサポート」）」活動の進展

■ 「中小企業再生支援協議会」への行員派遣

■ 「専門人材派遣事業」等の積極活用

■ 「中小企業再生支援協議会」への行員派遣

■ 「専門人材派遣事業」等の積極活用

三位一体

■ 「おかやま活性化ファンド」
の積極活用

■ 「おかやま活性化ファンド」
の積極活用

おかやま活性化ファンド 50億円

地元中小企業のお取引先

債権保有/出資
再生支援
経営参画

岡山県信用
保証協会

中国銀行など
計７金融機関

中小企業基盤
整備機構

有限責任組合員 無限責任組合員

おかやま
キャピタル
マネジメント㈱

真の経営改善・事業再生支援に向けた最適なソリューションを提供真の経営改善・事業再生支援に向けた最適なソリューションを提供

■ Ｖサポート活動先に対して、営業店・本部一体
での支援体質強化

■ 経営改善・事業再生に貢献した行員の表彰や
成功体験の共有により、能力開発を促進

＜育成する能力＞
目利き能力、課題解決力、
お取引先企業に一歩踏み込む胆力・交渉力

■ Ｖサポート活動先に対して、営業店・本部一体
での支援体質強化

■ 経営改善・事業再生に貢献した行員の表彰や
成功体験の共有により、能力開発を促進

＜育成する能力＞
目利き能力、課題解決力、
お取引先企業に一歩踏み込む胆力・交渉力

Ｖサポート活動先の体質強化を支援Ｖサポート活動先の体質強化を支援

目標

３年間で ３５０先 の
債務者区分ランクアップ

平成２６年度

＋ １１０先

平成２７年度

＋ １１５先

平成２８年度

＋ １２５ 先

■ 「ちゅ うぎんＶサポートローン」 の利用促進

■ Ｖサポート活動先の対象拡大に向けた取組み

■ 業績改善が必要な企業へ能動的に関与し、
コンサルティング機能発揮に加え、積極的
に資金を供給

■ 「ちゅ うぎんＶサポートローン」 の利用促進

■ Ｖサポート活動先の対象拡大に向けた取組み

■ 業績改善が必要な企業へ能動的に関与し、
コンサルティング機能発揮に加え、積極的
に資金を供給

条件変更先の新たな資金ニーズに対応

人材育成

重点活動方針

Ｖサポート活動先の
債務者区分ランクアップ
直近３年間の実績

３１３先（年間：約 １００ 先 ）
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ワンストップサービスによる

お客さまの利便性向上

営業力強化 （個人）若年層～資産形成層

【 個人ローン 残高計画 】

【 若年層 】

【資産形成層】

入学

新社会人

結婚

住宅購入

子供の誕生

将来への投資

『 晴ればれ学割プラン』 等、ネット活用による利便性向上『晴ればれ学割プラン』 等、ネット活用による利便性向上

元請契約の推進 スマートフォンのインバン機能拡充元請契約の推進 スマートフォンのインバン機能拡充

スピード重視、フレキシブルな対応 （保証会社との連携強化）

住宅センターの多機能化検討

スピード重視、フレキシブルな対応 （保証会社との連携強化）

住宅センターの多機能化検討

融資限度増額と承認率向上 商品内容と審査体制改定融資限度増額と承認率向上 商品内容と審査体制改定

オンラインサイト（ドリーミーデパート）開設の検討
クレジット決済導入よる利用促進、稼働率アップ

オンラインサイト（ドリーミーデパート）開設の検討
クレジット決済導入よる利用促進、稼働率アップクレジットカードクレジットカード

スタート

世帯内シェアアップ

『 NISA 』 活用等による積立型金融商品取引スタート『 NISA 』 活用等による積立型金融商品取引スタート財産形成・投信積立財産形成・投信積立

ホームページ改良・効果的ＰＲによるニーズの掘り起こしホームページ改良・効果的ＰＲによるニーズの掘り起こしカードローンカードローン

生涯利用口座へ

新生活応援

住宅ローンご利用先

クロスセル

各種優遇

各種優遇

クロスセル

女性行員の活躍機会の拡大女性行員の活躍機会の拡大クロスセルによる個人ローンの「利便性」と「収益性」 の向上クロスセルによる個人ローンの「利便性」と「収益性」 の向上

25年度 28年度 30年度まで

住宅
ローン

アパート
ローン

その他

9,180億円

中計期間に
＋６００億円

１兆円へ

口座開設口座開設

給与振込給与振込

住宅ローン住宅ローン

教育・マイカーローン教育・マイカーローン

クロスセルクロスセル

カードローン
口座開設 給与振込

クレジットカード

住宅ローン 資産運用

教育ローン
マイカーローン

マイカー・教育ローン

提案

■ 住宅ローンセンターへの配属を推進

■ トレーニー等による個人ローン業務のスキル
アップ・営業力の底上げ

預り資産営業だけでなく、個人ローン全般も預り資産営業だけでなく、個人ローン全般も
含めた提案ができる人材を育成含めた提案ができる人材を育成

本部企画部門への配属増加による本部企画部門への配属増加による
女性に支持される商品企画・開発女性に支持される商品企画・開発
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次世代の当行グループ
継続利用を促進

営業力強化 （個人）プレシニア層～ シニア層

【プレシニア層】

【シニア層】

住宅ローン完済

子供の結婚

定年

セカンドライフ

資産承継

お客さまの利便性向上にむけ、土日営業体制を検討お客さまの利便性向上にむけ、土日営業体制を検討

『（仮称）営業店ＦＡ制度（ライフプラン担当）』を新設

ハイレベルな知識と商品拡充による提案力強化

『（仮称）営業店ＦＡ制度（ライフプラン担当）』を新設

ハイレベルな知識と商品拡充による提案力強化

シニア行員営業による 『 同世代コミュニケーション 』シニア行員営業による 『 同世代コミュニケーション 』退職前からの関係構築退職前からの関係構築

『（仮称）ＰＢセンタ－』 を新設し、各種承継対策を

ワンストップで提供

従来の法人アプローチに加え、個人営業からも

自社株対策や土地活用提案を実施

『（仮称）ＰＢセンタ－』 を新設し、各種承継対策を

ワンストップで提供

従来の法人アプローチに加え、個人営業からも

自社株対策や土地活用提案を実施

資産承継対策資産承継対策

休日営業の展開休日営業の展開

退職金等の資産運用退職金等の資産運用

日中コンタクトできない
お客さまとの接点拡大

富裕層取引につなげる

本部と営業店一体で
資産運用･資産承継を
トータルコーディネート

プライベートバンキング担当事業承継担当

法人・個人両面から、シニア層への支援体制を強化

⇒ シルバービジネスによる新たな収益機会の拡大

目的と活動内容

『 プライベートバンキングセンター（仮称） 』 新設『 プライベートバンキングセンター（仮称） 』 新設

法人オーナーへの本部営業

（事業承継・Ｍ＆Ａコンサル）

個人富裕層への本部営業

（資産運用提案）

2,100

4,000

4,200

1,400

800

25年度 28年度

12,500億円 13,300 億円

【 預り資産平残計画 】

公共債

生命保険

金融商品仲介
外貨預金

投資信託

『保険コールセンター 』等、販売体制の発展を検討『保険コールセンター 』等、販売体制の発展を検討平準払保険販売体制整備平準払保険販売体制整備

※海外店を含む

・・・

※預り資産営業をフロー（販売額）からストック（平残）へ方針転換
長期的な資産形成をサポート
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21,630

23,046

3,647

4,115

4,170 3,893 3,916749

892

1,240 1,265

465

533

300 325 451

506

462

412 385

23,700 23,85023,800

1,150

1,2501,2501,230

1,178

1,106

400

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

有価証券運用

30,90830,908

（（＋＋209209））
【【市場運用平残市場運用平残計画計画】】

（（▲▲5454））

※1：その他：金銭の信託、デリバティブ定期、長期信託受益権、投資事業組合等
※2：円建外債を含む。

部門収益向上に向けた運営方針部門収益向上に向けた運営方針

・国内外の金利リスクに配意しつつ高水準の債券残高を維持
・株式（純投資）・投資信託を積み増し、分散投資を強化

・国内外の金利リスクに配意しつつ高水準の債券残高を維持
・株式（純投資）・投資信託を積み増し、分散投資を強化

投資資産別の利回り状況投資資産別の利回り状況

31,11731,117
（（＋＋733733））

・「予兆管理能力」向上による機動的「アセットアロケーション」実行
・「運用商品解析、目利き能力」向上による「運用カテゴリー」拡大

・「予兆管理能力」向上による機動的「アセットアロケーション」実行
・「運用商品解析、目利き能力」向上による「運用カテゴリー」拡大

0.75% 0.70% 0.65%

1.43% 1.49%
1.31%

2.50%
2.64%

2.53% 2.52%

0.82%
0.63%

1.49%

0.96%

2.03%

4.40%

2.88%

2.48%2.47%2.52%

24年度 25年度 26年度
計画

27年度
計画

28年度
計画

邦貨債券邦貨債券

投資信託投資信託

株 式株 式

※3：外貨外国証券は運用調達スプレッド

内外債券の利回り低下を
株式・投信でカバー

【【640640】】
【【660660】】 【【670670】】

計画

28,10528,105

30,22930,229

【【563563】】

【【466466】】

計画 計画

中計期間中のアセットアロケーション基本方針中計期間中のアセットアロケーション基本方針

邦貨債券
※2

邦貨債券
※2

外貨外国証券外貨外国証券

投資信託投資信託

その他※1その他※1

株 式
【うち純投資】

株 式
【うち純投資】

邦貨短期運用邦貨短期運用

30,96230,962

外貨外国証券
※3

外貨外国証券
※3

計画

（億円）

計画
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人材育成 （組織風土の改革）

お客さまへ満足と感動を提供お客さまへ満足と感動を提供

『ちゅうぎんの心』 ＝ 中国銀行グループ全員の行動・判断における 「拠りどころ」

お客さまへ

会社として

【付加価値】 私たちは「心のサービス」でお客さまに満足と感動をお届けします

【 姿 勢 】 私たちは、お客さまとの相互発展を目指します

個として

【 風 土 】 中国銀行グループは、働きがいのある職場を提供します

【 組 織 力】 中国銀行グループは、多様な力を結集し、組織の力を高めていきます

【 成 長 】 私たちは、高い志を持ち、自らの成長にチャレンジします

【力の結集】 私たちはお互いを認め合い、尊重し、連携します

お客さまへお客さまへ

個として個として 会社として会社として

仕事を通じて夢を実現する 働きがいと成長の場を提供

Ｗｉｎ－Ｗｉｎを目指します

前向きにチャレンジ

一人ひとりをサポート

お客さまの立場に立ち、最良のサービスを提供

ＣＳＣＳ

ＥＳＥＳ

ちゅうぎんと取引して良かった

ちゅうぎんで働いて良かった

個人のやりがいと成長個人のやりがいと成長 一致団結し組織の活力向上一致団結し組織の活力向上

新中期経営計画と合わせ、中国銀行グループの一人ひとりが自発的に仕事に取り組むうえでの拠りどころ・価値観となる「ちゅうぎんの心」
を策定しました。 グループ全役職員のベクトルを合わせ、組織の力を高め、お客さまに満足と感動をご提供することを目的としております。

※本文より抜粋
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女性の活躍による組織の活性化女性の活躍による組織の活性化

■女性の活躍できる社会実現に賛同し、企業の活力と成長の促進をはかる

⇒積極的な人材登用をすすめ、女性管理・監督職数１００名を目指す

■女性の活躍できる社会実現に賛同し、企業の活力と成長の促進をはかる

⇒積極的な人材登用をすすめ、女性管理・監督職数１００名を目指す

キャリアパスの明確化、女性の活躍機会の拡大キャリアパスの明確化、女性の活躍機会の拡大

■ 女性割合の高いＥコース行員の業務内容で、
個人ローンのウエイトを拡大

■ 法人営業を主体とするGコース行員の積極的な採用

■ 本部企画部門への配属増加による商品開発・企画力強化

ポジティブアクション

女性の活躍に向けた取組方針

ワークライフバランス

仕事と家庭との両立支援制度・運用方法の見直し仕事と家庭との両立支援制度・運用方法の見直し

■ 女性従業員の働きやすさ向上のための施策の検討

■ 育児休業や時短勤務等、各制度充実に向けた取組みを検討

■ 出産等で退職した行員向けのジョブリターン制度利用を促進

ベテラン行員のスキル伝承により組織活力を向上ベテラン行員のスキル伝承により組織活力を向上

シニア行員の

就労意欲発揮

シニア行員の

就労意欲発揮

研修講師 など

個人・法人営業担当

営業店事務サポート

現場力の向上

組織の全体最適化

現場力の向上

組織の全体最適化

マイスター制度活用
による人事処遇

スキル伝承による
人材育成

アクションプラン 具体的な活動分野

人材育成 （多様な人材の活躍機会拡大）

署名一覧企業リストに

地方銀行で初めて掲載 ＷＥＰｓ へ署名ＷＥＰｓ へ署名

■WEPsとは女性の
エンパワーメント原則

■国連が提唱する世界
共通の企業行動原則

（国連総会やAPECでも推奨）

（一層の活躍の場の提供）
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経営管理態勢 （ローコスト体制の構築）

物件費の聖域なき見直し物件費の聖域なき見直しＳＴＥＰ １

『サプライヤーマネジメント』 ⇒ ベストプライスとの対比 市場価格の調査・把握 「適正価格」での調達「適正価格」での調達

ＳＴＥＰ ２ 持続的なコストマネジメント体制を構築持続的なコストマネジメント体制を構築

■ 組織体制⇒専担組織によるPDCA管理を開始 ■ 業務内容⇒経費予算、投資計画の企画
統制・進捗管理、検証、指導

☆経費管理システムもあわせて導入し、横断的、継続的なコストマネジメント体制を構築

■ 組織体制⇒専担組織によるPDCA管理を開始 ■ 業務内容⇒経費予算、投資計画の企画
統制・進捗管理、検証、指導

☆経費管理システムもあわせて導入し、横断的、継続的なコストマネジメント体制を構築

「コストマネジメント推進プロジェクト」 をスタート

PlanPlan

DoDo

CheckCheck

ActionAction

予算・投資計画立案

各施策の実行

統制・進捗管理

投資効果の検証
指導

コストマネジメントコストマネジメント

費用対効果の検証 「適正数量・仕様」での調達「適正数量・仕様」での調達『ユーザーマネジメント』 ⇒ 必要数量・仕様の検証

物件費
抑制

物件費
抑制

約 ８億円 （最終年度） の経費削減・抑制を目指す約 ８億円 （最終年度） の経費削減・抑制を目指す効果

削減策Ａ

削減策 Ｄ削減策Ｂ

削減策 Ｃ

経費
圧縮 他の収益向上施策へ予算を配分他の収益向上施策へ予算を配分他の収益向上施策へ予算を配分

適正なコスト水準に圧縮し、より収益性の高い事業へ経営資源を再配分
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経営管理態勢 （効率的運営）

『営業店事務改革プロジェクト』
による抜本的見直し事務集中化の拡大

営業店長ほか権限の拡充

管理業務全般の見直し

預金照会、為替・手形事務の集中化拡大

行内報告書・勉強会・行内運動の見直し

営業店裁量の拡大によるフレキシブルな対応

営業店事務の改善点

■ お客さまとの接点拡大

■ 生産性の向上

■ 渉外活動の最適化

■ お客さまとの接点拡大

■ 生産性の向上

■ 渉外活動の最適化

効果

機動的な時間管理 各種検査等の営業店負荷を低減

■ 「集合研修」「会議・協議」での利用⇒ 旅費や移動時間の削減とともに、意思決定を迅速化

■ 「コミュニケーションツール」としての活用⇒本部－営業店の意思疎通を円滑化

■ 「オールちゅうぎん」の一体感を醸成⇒経営トップの定期的メッセージ発信

■ 「集合研修」「会議・協議」での利用⇒ 旅費や移動時間の削減とともに、意思決定を迅速化

■ 「コミュニケーションツール」としての活用⇒本部－営業店の意思疎通を円滑化

■ 「オールちゅうぎん」の一体感を醸成⇒経営トップの定期的メッセージ発信

ＴＶ会議システム導入 （ Ｈ２６年４月～ ）

研修・会議の30％以上をTV会議に移行

⇒ 移動時間を削減し、営業推進時間を拡大

セールス時間を２０％拡大

本部 全営業店

■ 会議・委員会等の「数」 「開催頻度」 「参加メンバー」 「資料データ」 「決裁権限」の見直し・重複解消

■ 本部から営業店への人員再配置を推進
本部は営業店が働きやすい環境づくりにより一層注力

■ 会議・委員会等の「数」 「開催頻度」 「参加メンバー」 「資料データ」 「決裁権限」の見直し・重複解消

■ 本部から営業店への人員再配置を推進
本部は営業店が働きやすい環境づくりにより一層注力

『小さな本部』 の実現

営業店の事務負担を軽減し、お客さまとの接点を拡大営業店の事務負担を軽減し、お客さまとの接点を拡大

本部業務を効率化し、企画立案時間の充実と、営業人員への再配置をはかる本部業務を効率化し、企画立案時間の充実と、営業人員への再配置をはかる

本部示達の統一化



29

株主還元

当期純利益 配当総額 配当性向 自己株取得額 総還元率

① ② ②÷① ③ (②+③）÷①

27.3予 190 32.0 16.00円 （8.00円） 16.9% - 30％程度

26.3 270 32.3 16.00円 （7.50円） 12.0% 49 30.3%

25.3 169 28.4 14.00円 （6.75円） 16.8% 23 30.3%

24.3 182 28.1 13.00円 （6.00円） 15.4% 226.6 139.9%

23.3 31 30.0 13.00円 （6.50円） 96.8% 9.6 123.8%

※還元率算出における自己株取得は、株主総会を起点とする1年間に実施したもので算出。

一株当たり配当（中間）

株主還元の状況株主還元の状況

2626年度より安定配当を年度より安定配当を1313円円5050銭から銭から 1515円に引上げ。配当・自己株式取得合計の還元率円に引上げ。配当・自己株式取得合計の還元率3030％を目安とする。％を目安とする。

２５年度の配当予定２５年度の配当予定 ２６年度の配当予想２６年度の配当予想

安定配当 13.5円

年間 16.0円

安定配当 13.5円

年間年間 16.016.0円円

安定配当 15.0円

年間 16.0円

安定配当 15.0円

年間年間 16.016.0円円

26年度は現時点の利益予想に
基づき、安定配当（15.0円）に
1円上乗せし年間16.0円。

当初（Ｈ25.10.29）配当予想より
1円の増配予定。
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（参考資料）（参考資料）
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金利シナリオ：24・25年度に政策金利の引上げを想定。 金利シナリオ：政策金利は上がらず。国債利回りは低下。

（億円） 差異

 　 コア業務粗利益 907 950 869 ▲81
う ち資金利益 766 774 718 ▲56

経費（▲表示） ▲578 ▲594 ▲565 29
コア業務純益 328 356 304 ▲52
与信費用（▲表示） ▲298 0 108 108
有価証券売買損益 18 ▲15 10 25
そ の他 8 ▲11 19 30

　　 経常利益 55 330 441 111

　　 ＯＨＲ 63.8% 62%台前半 65.0%
　　 不良債権比率 3.3% 2%台前半 2.03%
　　 役務収益比率 15.4% 16%台 15.7%

22年度 25年度
当初計画

25年度
実績

（参考）前中期経営計画の実績

は中期経営計画で定量
目標として掲げている項目。

Ｈ24/3末 Ｈ25/3末 Ｈ26/3末
政策金利 0.10% 0.30% 0.50%
当行短プラ 1.975% 2.175% 2.375%
10Y国債 1.40% 1.60% 1.85%

金利の方向感

Ｈ24/3末 Ｈ25/3末 Ｈ26/3末 差異

政策金利 0.10% 0.10% 0.10% ▲0.40%
当行短プラ 1.975% 1.975% 1.975% ▲0.40%
10Y国債 0.99% 0.55% 0.60% ▲1.25%

金利の方向感

¾ 金利シナリオの乖離による資金利益の下振れを主因にコア業務純益は大幅未達。

¾ 与信費用の戻入れ、有価証券売買損益の上振れを主因に経常利益は大幅に上回る。

貸
出
平
残

預
貸
利
鞘

有
証
平
残

預
証
利
鞘

短
期
運
用
・Ｓ
Ｗ
コ
ス
ト
等

▲▲1414

▲▲104104

+33+33

＋＋33当
初
中
計

実

績

外
貨
部
門

+43+43

【【資金利益の増減要因資金利益の増減要因】】

774774

718718
▲▲1515
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25年度 26年度

（億円） 実績 前年対比 計画 前年対比

預金、ＮＣＤ 57,909 2,393 59,168 1,259

外部調達（ｺｰﾙﾏﾈｰ＋ﾚﾎﾟ＋日銀） 4,321 620 4,360 39

投信 2,137 ▲44 1,920 ▲217

公共債 4,013 ▲406 3,381 ▲632

事業性貸出金 21,886 394 22,274 388

地元（東京・大阪以外） 15,783 ▲53 15,974 191

都市部（東京・大阪） 6,103 448 6,300 197

個人ローン 9,026 265 9,229 203

地公体向貸出 3,826 89 3,899 73

海外支店等 126 35 209 83

貸出金小計 34,866 783 35,613 747

有価証券 29,261 2,099 30,292 1,031

その他市場運用 842 88 475 ▲367
（注）平残ベース。投信は純資産ベース、公共債は額面ベースで計上。

25年度 26年度

（％） 実績 前年対比 計画 前年対比

邦貨貸出金 利回り 1.319 ▲0.104 1.247 ▲0.072

邦貨有価証券 利回り 0.971 0.033 0.868 ▲0.103

邦貨預金＋NCD 利回り 0.041 ▲0.004 0.038 ▲0.003

（参考）主要平残と利回り －25年度実績と26年度計画－

債券中心に増加債券中心に増加

預金は堅調に増加預金は堅調に増加

貸出金・ 有価証券と も に
利回り 低下は継続

貸出金・ 有価証券と も に
利回り 低下は継続

地元事業性を中心と
し た貸出金の増加

地元事業性を中心と
し た貸出金の増加
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（参考）新中期経営計画における利益計画

25年度 28年度

（億円） 実績 計画 増減

コア業務粗利益 869 832 ▲37

資金利益 718 669 ▲50

役務利益 137 149 12

そ の他業務利益 14 14 0

経費（▲表示） ▲565 ▲558 7

ＯＨＲ 65.03% 67.05% +2.02P

コア業務純益 304 274 ▲30

与信費用（▲表示） 108 ▲56 ▲165

有価証券売買損益 10 0 ▲10

経常利益 441 223 ▲219

当期純利益 270 139 ▲131

¾ 利回り低下圧力により中計期間中の資金利益は減少基調が継続。

¾ 与信費用は低位水準を想定するが、25年度の反動により大幅増加見通し。

利益計画（単体）利益計画（単体） 金利等の想定金利等の想定

¾ アベノミクスによる緩やかな景気回復が継続。

¾ 国内短期金利は中計期間中、足元水準が継続。

¾ 国内長期金利は中計期間前半は足元水準が継
続。最終年度に緩やかに上昇。

¾ 株価は中計期間中、緩やかに上昇。

¾ 米国は27年度後半より政策金利引き上げ。

与信費用の想定与信費用の想定

30 40

▲ 94

▲ 29

16
40

▲ 14

▲ 58

25年度 26年度 27年度 28年度

一般

個別

合計

（億円）
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（参考）平成25年度～28年度までのコア業務純益増減
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残
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回
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回
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回
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回

邦
貨
有
証
平
残
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残
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回
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証
利
回

邦
貨
有
証
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残
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残
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回

邦
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回

外
貨
資
金
利
益

外
貨
資
金
利
益

役
務
利
益

役
務
利
益

外
貨
資
金
利
益

外
貨
資
金
利
益

役
務
利
益

役
務
利
益

預
金
利
息

預
金
利
息

役
務
利
益
増
加

役
務
利
益
増
加

経経

費費
経経

費費

経経

費費

外
貨
資
金
利
益

外
貨
資
金
利
益

2525年度年度 2626年度年度 2727年度年度 2828年度年度▲▲2828 ＋＋22 ▲▲44

▲▲2525

▲▲2727 ▲▲33

▲▲1414

▲▲77

▲▲66

▲▲22
▲▲22

▲▲77 ▲▲55

＋＋88

＋＋99

＋＋44

＋＋55
＋＋88

＋＋22

＋＋44

＋＋1515

＋＋88
＋＋11

＋＋44

304304

277277
274274

278278

増減額 主な要因

 利回り要因  ▲87

 平残要因  +36

役務利益 +12  預り資産  +10

経費（▲表示） +8  経費削減

コア業務純益 ▲30

▲50資金利益

預
金
利
息

預
金
利
息

＋＋11
邦
貨
貸
出
平
残

邦
貨
貸
出
平
残

邦
貨
貸
出
利
回

邦
貨
貸
出
利
回

邦
貨
有
証
平
残

邦
貨
有
証
平
残

邦
貨
有
証
利
回

邦
貨
有
証
利
回

▲▲33

【【33年間の増減内訳年間の増減内訳】】

（単位：億円）（単位：億円）

¾ しばらく続く利回り低下影響を 残高増強、手数料収益増強、経費削減により最大限カバー。

¾ 中計期間中のコア業務純益は270億円以上を維持する計画。

＋＋33

ス
ワ
ッ
プ
コ
ス
ト
等

ス
ワ
ッ
プ
コ
ス
ト
等
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（参考）預金・貸出金平残計画

16,505 16,289 15,836 15,783 15,974 16,235 16,554

4,895 5,049 5,655 6,103 6,300 6,375 6,474

8,253 8,421 8,761 9,026 9,229 9,425 9,604

3,603 3,609 3,737 3,826 3,899 4,065 4,199

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

38,491 39,432 40,387 41,895 43,339 44,470 45,149

11,577 11,834 11,881
12,635

12,854
13,120 13,2603,037 2,941 3,247

3,379

2,9872,6922,974

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

35,613
(+2.1%)

36,439
(+2.3%)

37,342
(+2.4%)

（▲（▲0.30.3%%）） （（++1.21.2%%））
（（++1.61.6%%）） （（++2.02.0%%））

地元事業性地元事業性

都都 市市 部部

個人ローン個人ローン

地公向け地公向け

個個 人人

法法 人人

その他その他

59,168
(+2.1%)

60,282
(+1.8%)

61,396
(+1.8%)

（（+3.7%+3.7%）） （（+3.4%+3.4%））
（（+2.6%+2.6%）） （（+1.5%+1.5%））

（（+6.3%+6.3%））
（（+1.7%+1.7%））

（（+2.0%+2.0%）） （（+1.0%+1.0%））

貸出金平残計画貸出金平残計画 預金・ＮＣＤ平残計画預金・ＮＣＤ平残計画

海外店等海外店等

54,208
(+2.0%)

55,516
(+2.4%)

57,909
(+4.3%)

33,477
(+0.4%)

34,083
(+1.9%)

34,866
(+2.3%)

（▲（▲1.31.3%%）） （▲（▲2.72.7%%））

前中計（実績） 今中計（計画） 前中計（実績） 今中計（計画）

（（++1.11.1%%））
（（+2.+2.44%%）） （（++2.42.4%%））

（（++2.92.9%%））
（（+2.+2.22%%））

（（++0.40.4%%））

53,105
(+1.8%)

33,311
(▲1.3%)

（▲（▲4.24.2%%））

（（+3.+3.00%%）） （（++2.22.2%%））
（（+2.+2.11%%））

（（++2.32.3%%））
（（+2.+2.00%%）） （（++4.04.0%%））

（（++1.91.9%%））

33年間で年間で
約約2,5002,500億円の増加億円の増加



本資料には将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証
するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化な
どにより、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。


